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要　旨：本稿は，持続可能な発展に向けて
の環境的意思決定について，理論と評価手法
からの到達点を整理したうえで，今後注目す
べき論点を明らかにすることを目的としてい
る．環境的意思決定論は，持続可能な発展が
提唱されることによって，理論と評価プロセ
スについての変化と論点を確認した．一つは，
持続可能な発展の概念を環境的意思決定の文
脈に応用し，環境的意思決定が多様な価値を
評価・考慮し，複雑な環境問題の解決策の探
求における文脈を提供するものとして論じら
れてきたことである．もう一つは，持続可能
な発展の提唱によって，それを組み入れた環
境的意思決定の評価手法の新たな発展があっ
たことである．その意義は費用便益分析や多
基準分析の新たな発展と，ポジジョン分析や
持続可能性アセスメントモデルの提案で見た
通りである．これは，費用便益分析のように
持続可能性を基準として評価枠組に取り入れ
るアプローチがありながら，ポジション分析
のように持続可能性を意思決定のプロセスの
問題として扱うアプローチもある．いずれの
評価手法にもそれぞれの課題が残っている
が，多基準分析は環境的意思決定を支援する
一つの総合的評価手法とする可能性を持つこ
とを示唆している．

はじめに

「人間の意思決定は環境に影響を及ぼす行
為のもとである」12）．環境問題において我々
の意思決定がなぜ重要なのか．それは意思決

定が環境問題を生成する原因の一つであると
同時に，問題を解決するための原点にもなる
からである 12）．くわえて，環境に関わる政策
の評価と意思決定は他の領域の意思決定より
も難しいからである．これは環境的な意思決
定が生態系及び人間社会への影響を含め，多
様性，複雑さ，不確実性など，空間的，時間
的にも広く及ぶ可能性や，公平性や倫理性な
どの問題も生じる可能性も考慮に入れること
が求められるからである．これまで様々な手
法が研究されてきたが，社会の複雑化，価値
観の多様化を前提としたうえで，人々の選好
の反映と合意形成につながる評価と意思決定
支援の枠組みはまだ模索の段階である 24）．さ
らに，持続可能な発展という理念が具体化さ
れることによって，環境的意思決定のプロセ
スと目標の設定においてどのような変化が生
まれるのかに注目すべきである．
本稿は，持続可能な発展に向けての環境的
意思決定の定義と決定プロセスについて，理
論と評価ツールの両面から到達点を整理した
うえで，注目すべき論点を明らかにすること
を目的としている．既存研究を整理する際の
着眼点は，次の三点である．第一に，持続可
能な発展の理念が具体化されることによっ
て，環境的意思決定の目標とプロセスの設定
にどのような転換があるかという点である．
第二に，持続可能性の概念を環境的意思決定
における評価基準に定立する意義はどこにあ
るかという点である．第三に，持続可能な発
展の理念を取り組むことによって意思決定を
支援する評価手法にどういう変化が生まれて
きたのかという点である．
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1．環境的意思決定論

環境的意思決定（Environmental Decision-
Making, EDM）とは，環境に顕著なインパ
クトを及ぼす選択や判断を指す 22）．個人レベ
ルで言えば，日常生活における水やエネルギ
ーの消費などに関する選択も一種の環境的意
思決定であるが，本稿で議論されるのは公共
的な環境的意思決定であり，いわゆる公共政
策の範疇である．環境という基本的な概念の
変遷とともに，環境マネジメントと環境的意
思決定も実質的に変化してきている．表 1に
示すように，環境的意思決定は，時間的にも
空間的にも広範に及ぶ可能性があり，またそ
の内容はより新たな多様性や複雑性を示すよ
うになっている．こうした環境的意思決定に
おける複雑な状況を通じて起こりうる不確実

性の増加とともに，意思決定過程の質が問題
になっている．
ラベッツらは社会的文脈における科学の役
割を不確実性と決定に関する利害関係の枠組
みでポスト・ノーマル・サイエンス（Post-
Normal-Science）という概念を提起した．
それは，不確実性／利害関係の両方の次元が
低い場合で応用科学・科学技術専門家によっ
て独占的に決定するプロセスと，少なくとも
一つの次元が非常に高い場合で多様な分野の
学問から科学技術者－利害関係者・社会アク
ターによって公開の対話に依拠して決定する
プロセスとを区別するものである．環境の課
題に関わる意思決定において，多くの場合「事
実は不確実であり，価値は論争的であり，利
害関係が大きく，決定が切迫している」とい
う状況に直面する 17）18）．すなわち，現時点に

表 1　環境的意思決定におけるアプローチの変遷
アプローチ 1970 年代 1990 年代 現在
意思決定 線形計画法に基づく意思決

定，主に科学的・技術的な
専門の知識に基づく

交渉や話し合いによるより
開放的な意思決定

共同学習による適応性があ
る意思決定

管理の方法 階層的方式の支配：単一方
向の情報提供

情報，キーアクターと対話
すること

情報ネットワークと提携に
よる広範囲のコミュニティ
ーの参与と政策の共同創出

計画 短期間の対応 より事前的対策：インパク
トへの予想と予防の対応を
取ること

長期的変更への受け入れと
複雑性、曖昧性や不確実性
を扱うこと

環境影響アセス
メント（EIA）

・政策を通じて実施する
・（計画性がなく）少しずつ
・ローカル・インパクト
・短期間のタイムスケール

・規制を通じて実施する
・累積的
・地域的インパクト
・長期間のタイムスケール

・規制を通じて実施する
・累積的と戦略的
・  グローバルのエコ・シス
テム（課題による）
・統合的

知識の出所 還元主義 多様な学問であるが，統合
をしない

多様な学問を統合する

知識の範囲 ・環境に関わる知識
・主に科学的・技術的な専
門の知識（テクノクラシー）

・環境に関わる知識
・  社会的・経済的知識は物
理科学と同様に使われる

・持続可能性に関わる知識
・  資本構築への重視と多元
的側面の結合：異なる方
式の認知と実行

ツールの応用 ・  狭い範囲の生物物理的，
科学技術的，経済的ツー
ルとモデル
・  環境的意思決定に適用す
る

・  情報提供，環境マネジメ
ントへの促進や意思決定
をサポートするための広
範囲的ツール
・  環境的意思決定から発展
する

・  より広い役割を提供する
ためにツールの継続的拡
大：統合的使用と使用限
界への認識を重視する
・  環境的意思決定から発展
する

汚染抑制 エンド・オブ・パイプ（終
末処理型対策）

資源のコントロール システム的考え方

出所：Harding et al. （2009）をもとに作成
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おいて科学で解明や説明ができない問題が存
在しており，その際の意思決定は利害関係者
を含む意思決定者の相互討議による合意がよ
り適切に捉える可能性がある．科学技術専門
家は社会の意思決定問題において社会と連動
せずに有益なインプットをできるわけがな
く，社会の意思決定者も専門家と関わらずに
決定を下すことが難しいという 41）．
上述の環境的意思決定に関する議論は，持
続可能な発展（Sustainable Development，
SD）という理念の発展とも深く関連してい
る．持続可能な発展が世界各国の環境政策に
おける新しい公準として組み入れられつつあ
り，環境的意思決定においても重要なコンセ
プトとなっている．例えば，欧州連合（EU）
は欧州戦略（EU Strategy）で「すべて EU
の政策は持続可能な発展が中心的関心（core 
concern）とされるべきである」と述べてい
る 64）．持続可能な発展が持つ内容からの意思
決定に関して，植田（2003）69）は「あらゆる
意思決定過程において環境や資源への配慮
（ecological prudence）が正当に位置づけら
れ，この基準に基づいて経済的要素と統合さ
れなければならない」と述べている．また，
持続可能性アセスメント（Sustainability 
Assessment）は戦略的な意思決定を啓発・
促進することを目的とする 60）．
このように持続可能な発展の理念が具体化
されることで，環境的意思決定の目標やプロ
セスの構築や評価手法の選択において転換が
あったと思われる．問題はこうした持続可能
性を考慮する環境的意思決定をいかに設計し
ていくかということであるが，この問題に入
る前に，持続可能な発展と環境的意思決定と
のかかわりをもう少し詳しく確認しておきた
い．

2．持続可能な発展と環境的意思決定

持続可能な発展は，国連の「環境と開発に
関する世界委員会」が 1987 年に発行した報
告書（Our Common Future）を通じて世界
的に普及し，環境と開発のあり方を考える際
の指導的理念になった．ブルントラント委員

会の報告書で与えられている「将来世代のニ
ーズを満たす能力を損なうことなく，現在世
代のニーズを満たすこと」という定義が持続
可能な発展の定義として最もよく知られてい
る 74）．それ以来，持続可能な発展は，社会の
発展や環境をめぐる議論において頻繁に言及
される中心的に概念となってきており，多く
の解釈と定義が生み出されてきた．
持続可能な発展が自然と人間の共生という
理念において不可欠な前提条件であるという
方向性を示す理念としては明確であるが，そ
れを実行する際に不可避的に諸目標間の矛盾
や様々な立場の対立を生み出さざるをえな
い．こうして，政策的に諸側面を調和するこ
とが可能かもしれないが，短期的に見てどち
らを優先させるべきかという規範的倫理上の
調整や判断が必要とされる 16）．そのため，「環
境の価値は経済過程において正当に扱われる
べきだし，そのことを可能にする社会経済シ
ステムが構築されるべきだと主張する環境経
済学にとって，持続可能性という新しい概念
の明確化とそれを組み入れた経済学の再定式
化は理論と政策の発展のために避けて通れな
い課題である」69）．
この「環境の価値」をめぐる議論は，持続
可能な発展に関する論争を生み出す一つの文
脈であった．つまり，自然のどの側面を評価
すべきかという点である．ターナー（1994）68）

は，この点を考える上で良い出発点を提供し
てくれている．表 2のように，持続可能性の
定義が 4つに分けられ，それぞれの定義によ
り捉える自然価値とそれを適用される評価手
法・プロセスも異なってくることを示してい
る．すなわち，環境的意思決定における目標
と基準の設定に当たっては，我々が保護すべ
き自然とは何か，持続可能性の内容をどう把
握するかが非常に重要な課題である．このよ
うに環境的意思決定における持続可能な発展
の概念が新しく組み入れる意味と意義は，持
続可能な発展に関連して提起した概念が意思
決定のプロセスにおいて真剣に考慮され，持
続可能な発展が持つ定義・内容によって意思
決定の評価アプローチも異なることである．
また，Jacobs（1997）26）が指摘したように，
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諸個人の選好や価値観というものは与えられ
るものというよりも，社会文脈で討議の中で
変化し創造されるものであり，意思決定は単
なる選好を集計するだけでなく，それらが形
成されるプロセスにまで関与すべきである．
つまり，意思決定のプロセスも課題となる．
ミシャンの厚生経済学においても「倫理的合
意」が強調されていた 39）．ミシャンによれば，
環境的意思決定を支援するツールとして使わ
れる費用便益分析の依拠する効率性基準の使
用を正当化するのは，社会に存在している倫
理的合意である注1．こういう状況では，意思
決定と討議のプロセスを結び付ける必要性が
問われることになる．ただ，環境的意思決定
のプロセスと目標において，持続可能性を基
準にした取り組みはより実践的場面で具体化
を図るという課題を残している．そこで持続
可能な発展の理念が提唱されたことによっ
て，環境的意思決定を支援する評価手法にど
ういう変化が生み出されてきたかを検討して
いきたい．

3．環境的意思決定を支援する評価ツール

3.1　  費用便益分析（Cost-benefit Analysis，
CBA）

費用便益分析は，プロジェクトの評価を貨
幣の単位で統一して行うところに主要な特徴
があり，1808 年のアメリカ財務省によるプ
ロジェクトの費用便益分析を推奨する報告以
来，長い歴史を持つ．しかし，費用便益分析
のもつ理論的な限界もしばしば指摘される．

特に，持続可能な発展という理念が環境政策
における新しい公準として組み入れられるこ
とから，自然が潜在的にもっている価値とい
う持続可能性と結び付いた価値に関して，費
用便益分析における便益としては捉えがたい
ものがあると言われる 49）．Bebbington et 
al.（2007）6）は，費用便益分析に対して従来
言われてきた批判を大きく 5つの問題領域に
分けて論じた．以下ではこの 5つの問題領域
における費用便益分析の問題点をまとめると
ともに，それぞれの課題に費用便益分析がど
う対応しているかを明らかにし，持続可能性
を評価の枠組みに組み入れる上での課題につ
いて触れる．
第一に，貨幣化に依存し過ぎるという問題
が指摘される．公共政策における費用便益分
析が依拠する効率性基準だけで評価するのは
問題があると思われる．それは環境的意思決
定ではこれ以外の価値基準が焦点となる場合
がある．例えば，文化的な価値観や生態系そ
のものなどが効率性とは別の価値である．
Ekins （2003）15）は，「人間の健康や，特にエ
コ・システムを維持するような，より広範な
人間の福祉に寄与する機能のためには，理論
と実証の双方において，そのような慣習を適
用することは問題がある．これらの状況にお
ける意思決定は，他の基準や考慮を必要とす
る可能性が高い」と述べている．また， 
Munda （2009）43）によれば「一種類の価値（経
済効率性）のみに基づいて持続可能性を決定
することは，誤った方向へ導くことになる」．
この問題に対して岡（2002）49）は，「厚生経

表 2　環境主義の分類
技術中心主義 生態中心主義

倫理 自然の道具的価値 自然の道具的価値 生態系の一次的と
二次的価値

生命倫理を受け入
れる．自然的本源
的価値．

持続可能性の分類 非常に弱い持続
可能性

弱い持続可能性 強い持続可能性 非常に強い持続可
能性

管理・評価
プロセス

伝統的費用便益
アプローチ

修正された費用
便益アプローチ

固定基準アプロー
チ，予防原則，自
然資本の一次的お
よび二次的価値

費用便益分析を棄
却、あるいは非常
に厳しい制約のも
とで費用効果性の
分析．生命倫理学．

出所：ターナーほか（1994）をもとに作成
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済学は費用便益分析に固執することも効率性
基準に固執することも教えない．現実に照ら
して有効な効率性基準の限定的使用を教える
のである」と述べている．つまり，費用便益
分析が依拠する効率性基準は限定的に使用す
べきである．そうすることで，費用便益分析
を市場シミュレーションとして解釈し，明確
にすることによって効率性以外の価値との調
和も図りやすいということである．Pearce 
et al. （1990） 5）（2006） 53）によれば，自然資本
ストックの減耗と劣化に制約を課すことによ
って，持続可能性の条件を費用便益分析の枠
組みに導入することができる．すなわち，「純
環境コストまたは純環境便益」という要素を
従来の費用便益分析のツールに含めるのであ
る．この環境被害（コスト）をゼロまたはマ
イナスにするのが望ましいのであるが，現実
にはすべての政策やプロジェクトがこの条件
を満たすことは難しい．しかし，プロジェク
トの「ポートフォリオ（組合せ）」を考慮す
ることによって全体的環境を劣化させるのを
避けることができるという．つまり，「持続
可能性の条件を満たすような方策の一つは，
どんな環境破壊も，環境を改善するように明
確に企画された他のプロジェクトによって「補
償」されることを要求することである」68）．
もちろん，本質的自然資本（critical natural 
capital）注2 をいかに定義し，評価の枠組み
に組み入れるかという本質的な問題が残って
いるが，自然資本の損失を補償するプロジェ
クトを使うことによって，弱い持続可能性
（weak sustainability）と強い持続可能性
（strong sustainability）注3 という基準を費
用便益分析の計算枠組みに組み入れることが
できる．ただし，ここで言及した「純環境コ
ストまたは純環境便益」の計算に関する詳し
い提示がないため，貨幣で捉えがたいものは
どういうふうに評価の枠組みに取り込むかが
依然として課題のままである．
第二に，分配問題である．費用便益分析は
集計的な経済効果を評価するのみで，どのグ
ループにどのような得失があったかは明らか
にしない．仁連（1995）47）は，「費用便益分
析における費用便益基準は，誰に帰属するも

のであれ，国民経済の枠の中で生まれる全て
の便益と全ての費用（負の便益）の比もしく
は差で示されている．したがって，誰に（ど
の地域に，あるいはどの階層に）便益が帰着
するのかという問題を扱うことができる枠組
を，費用便益は持っていない」と述べている．
この分配の課題に対してセン，ダスグプタ，
ピアースらなどが費用便益分析における分配
に配慮した重み付けを導入して手法を修正し
ようとする試みが行われた 36）．しかし，ミシ
ャンはこのような重み付けの方法を「政治的
修正主義」と呼んで批判している 48）．その理
由としては，このような修正された費用便益
分析は重みづけという形で効率と分配という
異質のものを混合し，意味不明の結果を生
み出すからである注5．ただし，Atkinson 
and Mourato（2008）1）によれば，こういう
ことは採用すべき重み付けについてわれわれ
の理解が不十分なだけで，公平や衡平性に関
する重み付けが適切でないということを意味
するわけではないと指摘する．例えば，評価
の枠組みに重み付けを導入する際にミシャン
が提示した「倫理的合意」によって重み付け
を決定するのであれば，その不明瞭さがなく
なるかもしれない．
第三に，「計算の主観性」，「政治的な側面」
と「専門家への依存」という課題が提起さ
れた．費用便益分析は純便益の最大化に限
定して順位付けを行うとすると，どちらか
といえば政府主導的な捉え方となりやすい．
費用と便益の内容によっては市民は直接関
与しないため，市民は費用と便益に対して
十分な理解がない場合もある．この点に対
して，栗山（2003）29）は仮想評価法（contingent 
valuation method，CVM）注6 を導入し，公
共事業に対する一般市民の意見を事業計画に
反映させるべきであると主張した．また，鷲
田（1999）72）は，「環境に対する評価は，社
会の受け入れ可能性（acceptability）によっ
て評価されるのである」と結論付けている．
ここで重要な点は，社会を構成する人々の
意思を適切に反映するように，社会が受け
入れるような手続きで与えられた評価を
我々は尊重すべきであると考えられている



－ 143 －

持続可能な発展に向けての環境的意思決定論の現状と課題

ことである．すなわち，環境評価の手続に
信頼性があれば，結果も受け入れざるをえ
ない．これに関連して，近年では費用便益
分析の 1 つの発展として審議型貨幣評価
（deliberative monetary valuation）が提案
されている．審議型貨幣評価は，「表明選好法
と政治科学における審議過程の要素を結びづ
けたものであり，選好形成や社会的衡平性の
問題に，表明選好法の評価プロセスで対処し
ようとするものである」ということである 64）．
すなわち，公衆参加のプロセスを費用便益
分析の枠組みに組み入れることである．こ
れまでいくつかの事例研究に応用されてい
るが 32）33），従来の費用便益分析と比較してど
のくらいの優位性があるかについて，理論的
な基礎付けが行われておらず，手法そのもの
が体系的に確立されていないため，試行錯誤
的に行われているのが現状である 64）．
以上，検討してきたように，公平性や環境・
社会・経済など多次元的な要素の統合とそれ
を組み入れた環境的意思決定を支援する評価
手法は，持続可能な発展を実現するためには
避けて通れない課題である．そこで，費用便
益分析にはいくつかの課題があると思われる
ものの，持続可能な発展の概念を評価の枠組
みに取り入れるよう理論と実践の両面で進展
が図られつつある．ただし，Barry（1999）4）

が論じているように，「環境を評価する経済
主義的枠組みに伴う問題は，それ自体が間違
っているかということではなく，むしろそれ
が議論を独占し，他の評価手法や自然におけ
る人間の関心を排除し，環境的決定を行う際
に主要な情報形成として規範的に用いられる
場合には誤っている」．現在及び将来におけ
る環境的意思決定は様々な視点からのより総
合的な判断が望ましいとすれば，他の評価手
法の発展や既存手法を見直すことも考えなけ
ればならない．

3.2　ポジション分析（Positional Analysis, PA）
ポジション分析は，制度学派の経済学を支
持するエコロジー経済学者のペーテル・セー
デルバウムより提出された分析手法である．
彼は新古典派経済学と費用便益分析に対する

様々な理論的課題を提起した 61）62）63）．一つは，
持続可能な発展が持つ多元性から，「効率性
や合理性や意思決定に対する新古典派のアプ
ローチは，どちらかといえば単純な経済成長
という思想と整合性を保っているが，持続可
能な発展とはうまく歩調があっていない」と
指摘している 63）．彼は持続可能性という難題
からの挑戦に関して，新古典派経済学は「不
適切」と判断し，その代替案として制度学派
の経済学を強調している．また，新古典派経
済学の理論に依拠する費用便益分析に対し
て，「不確実性や事前防止の原則の適用が深
刻に受け止められるなら，曖昧さのない結論
としての「費用」や「便益」の単純計算は，
ほとんど有益ではない．民主主義が持続可能
な発展の基本的な要素であるならば，個人を
消費者に還元し，特定の商品に「進んだ」料
金を支払うように彼らに要請することは，も
はや適切ではなくなる」し 63），「費用便益分
析は社会的意思決定の一部として応用すべき
ではない」61）と述べている．要するに，環境
という価値は多次元的であり，可能な限りよ
り多くの次元を貨幣に還元することではな
く，環境の本質的価値をそのまま捉えるべき
であるとしている．
もう一つの課題は，新古典派の「合理的経
済人」（economic man）注7 が持続可能性の理
念と相容れなく，その代替的な概念として「政
治経済人」（political economic person）注8

を提案することである．つまり，市場価値や
消費者の役割だけに限定されることではな
く，市場に関連した消費者の役割以外（例え
ば，地球市民）も関連してくる．その際に，
相互学習のプロセスを通じて環境問題を認識
していくことが重要である．
以上の批判を踏まえ，セーデルバウムは費
用便益の代わりに代替的な手法としてポジシ
ョン分析を提出した．ポジション分析の意図
する中心的な考えとしては，民主主義の原則
に適しうるアプローチを提案することであ
る．この分析の目的は，アクターや意思決定
者に対して，論点や意思決定の状況を多元的
な観点から分析し，認識を深めていくことに
ある．また，非貨幣的影響を重視し，専門家



－ 144 －

財政と公共政策　第 34 巻第 2号（通巻第 52 号）2012 年 10 月

が出す結論をそのまま受け止めるのではな
く，市民としての個人や利害関係者は，意思
決定プロセスに関与すべきである 63）．こうし
たポジション分析は広義の多基準アプローチ
の範疇に分類できるという注9．
ポジション分析は，次に述べる持続可能性
アセスメントモデルに影響を与えているが，
費用便益分析のように実際の政策決定プロセ
スの一環として組み入れられておらず，今ま
で研究の次元に限定されてきた．その理由の
一つとしては，この手法の目的がそもそも問
題を解決することではなく，非貨幣的観点か
らポジションについて考察し，それぞれの選
択による変化や影響を可視化することにあ
る．しかし，現実には公共事業において異な
る団体の利害が対立する状況で最終的な判断
を下さなければならない場合が多く，その際
にこの手続きが，結果を生み出すことを保障
し得るかという問題が鋭く問われることにな
る．

3.3　  持続可能性アセスメントモデル
（Sustainability Assessment Model, SAM）
持続可能性アセスメントモデル（以下，

SAM）は，1990 年代にイギリスにおける石
油とガス産業に対して BP石油会社，ジェネ
シス石油ガスコンサルタント（Genesis Oil 
and Gas Consultants）とアバディーン大学
との連携により提案された手法である 8）．こ
の手法は一種の全部原価計算（full-cost-
accounting, FCA）のアプローチであり，費
用便益分析のようにプロジェクトのすべての
影響を貨幣で計算するものではあるが，費用
便益分析との違いを強調している．その違い
は主に二つある．一つは，SAMは前節で述
べたポジション分析と同様，制度派の経済学
から消費者の選好のみではなく市民として多
様な役割を重視している．多元的な側面から
市民としての個人や利害関係者が意思決定プ
ロセスに関与すべきであると強調している．
また，伝統的費用便益分析では議論されない
より開放的なプロセスで相互討議を通じて各
利害関係者の問題意識を啓発するという点も
強調される．

SAMの評価プロセスは，経済的側面の計
測だけではなく，財政のフロー，資源使用率，
環境的インパクトと社会的インパクトという
四つの範疇から公共事業の評価を行う．費用
便益分析のように最適解を求めるためにすべ
ての影響を集計的な経済効果で計測するので
はなく，環境，社会，資源，経済という四つ
の資本で計算する．ここで手法において注意
しなければならないのは，各資本内の要素・
基準を相互に代替することは可能であるが，
環境，社会，資源，経済という四つそれぞれ
の資本の基準・要素相互の代替可能性は認め
ないことである 6）．
持続可能性アセスメントモデルは，持続可
能な発展に対する総合的評価手法として，評
価のアプローチにおいてはポジション分析が
強調する意思決定の形成過程を重視し，持続
可能な発展の概念が提起する多元的側面（環
境，社会，資源，経済）を考慮して計測する．
また，強い持続可能性の概念としての自然資
本の代替不可能性も評価の枠組みに組み入れ
る．手法の応用事例としては，イギリスでの
エネルギー供給やニュージーランドにおける
有機廃棄物などいくつかある 10）11）．しかし，
先にも述べたように，持続可能な発展と結び
付く価値は，費用便益分析における便益とし
ては捉えがたいものがあるが，SAMもすべ
ての影響を貨幣で評価するので CBAと同じ
課題が残る．また，手法では環境，社会，資
源，経済の四つの側面の影響をそれぞれ計測
することに大量の資料が必要となるという技
術的困難に直面する場合がある．

3.4　多基準分析（Multi-criteria Analysis，MCA）
多基準分析は，量的あるいは質的な複数の
基準をもとに，選択を行う評価手法である．
この手法では単一の貨幣基準によって様々な
情報を集約させる費用便益分析とは異なり，
複数の基準をそのままの尺度で評価し，それ
らを多属性効用関数理論（multi-attribute 
utility theory, MAUT）28）やアウトランキン
グ法（outranking method）71）などの手法で
統合することにより多次元的側面の評価への
移行を目指している注3）．多基準分析は，1950
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年代から目標関数をベクトル値とする多目的
計画法から発展してきたが，1970 年代およ
び 80 年代において，理論と応用に関する研
究が飛躍的に進んだ．1972 年に第一回国際多
基準意思決定会議が開催されたことは一つの
里程標であった．会議の名前である多基準意
思決定（multiple criteria decision making，
MCDA）が一つの新しい研究分野として確立
されたということである 75）．現在ではかなり
多種多様な多基準分析手法が存在している注10．
この多基準分析の利点について，社会や環
境の影響のような無形な（intangible）もの
を考慮できることと階層的決定レベルや多
様な集団の優先度の差異を統合できるとい
う点が挙げられる 71）．近年では，公共事業
に対して貨幣評価を含む定量的評価が困難
な項目については定性的評価で行う多基準
分析が，イギリス，オランダ，フランス，ベ
ルギーなどのヨーロッパの国々を中心とし
て実施されている．オランダでは年間約 60
件の環境影響評価が実施される中で多基準
分析が適用されているのは年間約 10 件であ
る 25）．イギリスでは 2001 年に当時の環境交
通地域省（Department for Transport, Local 
Government and the Regions; DTLR）14）が，
多基準分析マニュアルを定め，多基準分析と
費用便益分析を同時に実施していくことを推
奨した．それに対して，世界ダム委員会は多
基準アプローチをこのアプローチではプロセ
スの透明性が高く公開性を持つことから，費
用便益分析に代わりうる意思決定の支援ツー
ルとして推奨している 73）．この報告書では，
現地住民の住居の移転などの倫理的問題につ
いて費用便益分析では解決できないという限
界が明確に指摘された．
このように費用便益分析に対する補完的あ
るいは批判的立場からヨーロッパを中心とし
て多基準分析が適用されるようになった．ま
た，近年では，持続可能な発展という概念が
認識され始めたことを背景として，多様な要
素を考慮することが可能な多基準分析への期
待が高まりつつあり，1998 年の「オーフス条
約」では，「持続可能な発展は全ての利害関係
者の参加を通して環境保全に対する政府の説

明責任とリンクすることで達成できる」と記
されている 54）．そのため，住民参加という社
会的要素を多基準分析の枠組みに組み入れる
研究も進んでいる．例えば，参加型多基準評
価（participative multi-criteria evaluation, 
PMCE）や利害関係者多基準意思決定
（stakeholder multi-criteria decision aid, 
SMCDA）が開発されてきた 3）．このように社
会的要素を組み入れた手法が発展したことに
よって，多基準分析の意思決定プロセスにお
ける意義が変わってきており，評価計算から
参加アプローチまで意思決定に位置付けられ
ている．それは多基準分析が専門家や意思決
定者にとって政策の議論から評価基準の選択，
代替案の構築と比較までサポートできるよう
なツールとなってきているからである 51）．
そして，近年では強い持続可能性の概念を
含める評価手法として社会的多基準評価
（social multi-criteria evaluation，SMCE）
が提案された 40）．これを応用した実証研究も
いくつか示されている 19）42）．この手法は，実
質的な住民参加を実現しようとするところは
他の参加型多基準分析と共通しているが，要
素の重み付け方法をトレード・オフの関係で
はなく，重要度係数（importance coefficients）
注11 として扱うことで，強い持続可能性の概
念に基づいて既存の多基準分析をさらに拡張
しようとすることに特徴がある．ここでは持
続可能性と多基準分析に関する論点にしぼっ
て検討を加えていこう．
持続可能性の考え方を評価手法に組み入
れる可能性はさまざまに検討されてきた．費
用便益分析に関しては先述したように，ピ
アースらは，強い持続可能性と弱い持続可
能性の基準を評価の枠組みに取り込むこと
が可能であると論じているが，全ての価値
を貨幣で換算するので，補償性をもつこと
から，費用便益分析は弱い持続可能性にだ
け適するという議論も出されている 41）56）57）．
それに対して，多基準分析は通約不可能性
（incommensurability）注12 の概念で貨幣的
評価に還元されえない多様な価値をそのまま
の尺度で調和的に統合するという形で強い持
続可能性の概念を扱うことができるはずであ
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るが 35）41），図 1 に示したように必ずしもすべ
ての多基準分析が強い持続可能性を論理的に
位置づけられるわけではない 56）．目的間の価
値の代替性を認めるような効用を基礎とする
多基準方法論（例えば，多属性効用関数理論）
は，費用便益分析との本質的な違いが曖昧で
あった．それは多属性効用関数理論が基本的
に費用便益分析と同じく厚生経済理論に依拠
するものであり，手法における各属性の重み
付けはトレード・オフの関係となっている．
これは持続可能性の概念から見れば，トレー
ド・オフの関係は各資本が代替可能であるこ
とを意味することから，強い持続可能性の立
場からは認めにくい面がある．その一方で，
アウトランキング法（例えば，エレクトル法）
で行われる非線形の重み付けは相対的重要度
の測度を表すことで，強い持続可能性の概念
が求める環境・社会・経済の側面において他
の側面の要素によって「補償」されることを
認めないという条件を満たしている 41）．
以上から明らかなように，多基準分析は多
様な側面にわたる複数の基準で評価すること
で，持続可能な発展が多元的領域を含んだ統
合概念に応用できる．さらに，社会的多基準
評価のように，重み付けは持続可能性の概念
から構築していくという理論も提案された．
それと関連したもう一つの進展としては，手
法における意思決定プロセスを重視し，参加
型の多基準分析によって意思決定プロセスの
透明性をより向上させることである．実際，
多基準分析にとって評価プロセスに対してよ
り一層の配慮が求められるという課題が存在
する．なぜなら，多基準分析は誰のどのよう
な視点をどのように評価に組み込むかによっ
て分析結果が大きく変わるからである．荻原
（2011）21）によれば，多基準分析を応用する
ことは，「評価主体による判断に差異がある
ことを前提とする」．言い換えれば，評価主
体間による分析結果の不一致性が存在するこ
とによって多基準分析に対する意思決定プロ
セスの透明性と信頼性，また，社会的受容性
が鋭く問われることとなる．　　
評価手法への信頼性と関わる多基準分析の
もう一つの課題としては，多基準分析では多

種多様な評価アプローチや理論が存在するこ
とである．Myšiak（2006）45）が述べている
ように，「多基準分析の手法を選択すること
自体，一種の多基準意思決定問題である」．
つまり，多基準分析のどの手法を用いるかが，
意思決定を支援するときに直面する一つの意
思決定問題である．実際，多基準分析を用い
て多基準分析の各手法を評価する研究では 23）

34）66），異なる多基準分析の手法を適用するこ
とによって異なる評価結果が得られる場合も
示されている 58）．場合によっては複数の異な
る評価手法で分析することが推奨されるが，
その際に異なる評価手法に基づいて出された
結果に対してどう判断すべきかについての評
価基準を用意することが必要となる．このよ
うなアプローチの多様性は，個々のアプロー
チの専門性と，政治家や利害関係者や他のア
クターの関与の仕方とも関係がある 63）．その
ため，「多基準分析の応用にあたって手法の
選択は経験的に試すことが必要とされ，そし
て，基準の選択は専門家と公衆からなされる
べきである」34）．

3.5　小括
以上で検討してきたように，持続可能な発
展の概念が提唱されたことに伴って費用便益
分析や多基準分析などの伝統的評価手法に新
たな転換があり，ポジション分析や持続可能
性アセスメントモデルという新しい評価手法
も提案された．一方では費用便益分析のよう
に持続可能性を基準として評価枠組に取り入
れるアプローチがあり，他方でポジション分
析のように持続可能性を意思決定プロセスの
問題として扱うアプローチもある．いずれの
評価手法にもそれぞれの課題が残っている
が，理論と実践面の両面で進展が図られつつ
ある．そして，ポジジョン分析，持続可能性
アセスメントモデルと多基準分析の共通要素
は，主に三つある．第一に，これらの手法は
経済的基準だけではなく，持続可能な発展と
いう多元的領域を含んだ統合概念を評価の枠
組みに組み入れることが提唱されていること
である．第二に，強い持続可能性の概念を組
み入れ，各側面（例えば，環境，社会，経済）
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の資本間の代替可能性を否定することであ
る．第三に，評価の枠組みはより開放的なプ
ロセスで相互討議を通じて各利害関係者の問
題意識を啓発するという点である

おわりに

本稿は，持続可能性の議論から，持続可能
な発展と環境の評価手法をめぐる環境的意思
決定における議論を整理し，これらを持続可
能な発展に向けての環境的意思決定論への潮
流として描いてきた．持続可能な発展は，多
元的領域を含んだ統合概念であり，生態系の
受容能力の範囲内で，世代内と世代間衡平を
調和的に実現させるような発展を意味してい
る．また，環境的意思決定においても重要な
コンセプトとなっている．そして，持続可能
な発展に 1つの確定的な定義を与えることは
困難であるが，持続可能な発展という概念の

提唱によってそれを組み入れた環境的意思決
定のプロセスと評価手法が発展してきた．環
境的意思決定論は，多様な環境価値を評価・
考慮し，複雑な環境問題の解決策を探求する
ための基礎的枠組みを提供するものとして論
じてきた．その意義は費用便益分析や多基準
分析の新たな発展と，ポジジョン分析や持続
可能性アセスメントモデルの提案で見た通り
である．
費用便益分析は厚生経済学を基礎としなが
ら効率性の基準による公共事業を評価するこ
とが一つの客観的尺度を提供してくれる．そ
して，持続可能性の条件として評価の枠組み
に自然資本ストックの減耗に制限を課すこと
とプロジェクトを組み合わせることによって
自然資本の総量の劣化を回避することを要求
する．しかし，「補償」できない本質的自然
資本が存在するという強い持続可能性を議論
する場合には適用しがたい．その一方で，ポ

図 1　各多基準分析モデルの補償可能性と持続可能性
出所：Polatidis et al. （2006）をもとに作成．  
注：  単純加法重み付け，多属性効用関数理論，PROMETHEEとエレクトルⅢなどの多基準分析の手法に
関する詳細な議論は，Belton and Stewart （2002）を参照されたい．
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ジション分析は費用便益分析の一元的価値で
評価する概念に対して批判的な立場に立ち，
一つの解答を探るよりは多面的な利害関係者
の熟議を通じて問題を可視化することが重要
とされる．ポジション分析は広義の多基準ア
プローチの範疇に分類できるが，従来の多基
準分析と別に提案された意義は，当時の多基
準分析が必ずしもポジション分析が強調して
いる討議のプロセスで意思決定を行うわけで
はなかったところにある．しかし，現実に公
共事業をめぐる利害関係者が対立する状況で
最終的な判断をしなければならない場合に，
参加型の手続きだけで持続可能な発展の実現
に向けた意思決定を生み出すことを保証し得
るかどうかという問題が問われることにな
る．持続可能性アセスメントモデルはポジシ
ョン分析の理論的枠組みを維持しながらも，
意思決定のプロセスにおける相互討議・学習
の必要性を重視しながら全部原価計算アプロ
ーチが提案されたことで意思決定に何らかの
評価が必要であることを意味する．しかし，
前述したように，持続可能性と関連づける価
値は貨幣で捉えがたいものが存在する．それ
に対して，多基準分析においては環境そのも
のをそのままの尺度で評価することから，自
然の固有価値を認めるという点で意味があ
る．多基準分析では基準の設定や手法の選択
によって評価結果が異なるという，科学的評
価で要求される一致性の欠如が，適用する際
の重大な欠陥であると言われてきた．しかし，
近年，参加型の多基準分析が発展しつつあり，
住民参加の実現と評価プロセスの透明性が向
上することで，社会の受容可能性を高めてい
る．また，多基準分析は他の手法を排除する
という「排他性」を持つ手法ではなく，例え
ば費用便益分析の結果も評価の枠組みに取り
込むことができる．その意味では，多基準分
析は環境的意思決定を支援する一つ総合的評
価手法とする可能性を持つことが示唆され
る．

注
注 1：  ミシャンの厚生経済学に関する詳細な議論

は，岡（1997）を参照されたい．

注 2：  本質的自然資本（critical natural capital）
の定義に関する議論は，Ekins et al. （2003）
および篭橋・植田（2011）を参照されたい．

注 3：  弱い持続可能性（weak sustainability）と
強い持続可能性（strong sustainability）の
定義に関する詳細については，Neumayer

（2003）を参照されたい．
注 4：  この点に関する詳細な議論は，栗山（2003）

を参照されたい．
注 5：  この点に関する詳細な議論は，岡（1997）

を参照されたい．
注 6：  仮想評価法（CVM）は，アンケートを利用

して人々から環境価値を直接聞き出す方法
である．この手法に関する詳細な議論は，
栗山（1997）を参照されたい．

注 7：  「合理的経済人」とは，自由な市場経済にお
ける利己的な住民のことを言う（Pearce，
1994）．

注 8：  「政治経済人」とは，「多くの役割（職業人，
消費者，市民，親などの役割）や関係を担
う個人であり，特定の「認識回路」や世界
観を参照し，政治的な志向すなわち「イデ
オロギーの志向性」に導かれるような個人
である」（Söderbaum 2008, p.56, 邦訳 97 ペ
ージ）．

注 9：  広義の多基準分析は多元的な基準で定量や
定性的評価を行うが，指標の統合を実施せ
ず ,資料そのままで意思決定の材料として使
われる（DTLR 2001, pp.31-45）．

注10：  多基準分析の分類に関する詳細は，Belton 

and Stewart （2002）や Buchholz et al. 

（2009）を参照されたい．
注11：  重要度係数に関する詳細については，

Podinovskii （1994）を参照されたい．
注12：  Martinez-Alier et al. （1998）は，価値評価に

ついて強い比較可能性（strong comparability）
と弱い比較可能性（weak comparability）と
いう概念的区別を導入としている．さらに
その価値尺度が基数的（cardinal）であるか
序数的（ordinal）であるかによって，強い
通約可能性（strong commensurability）と
弱い通約可能性（weak commensurability）
に分けられる．そして，この弱い比較可能性
は価値の通約不可能性（incommensurability）
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を意味する．
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